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2024年 5月 10日 
日本板硝子株式会社 

 

2024 年３月期 通期決算概要 
 

⚫ 通期業績は自動車用ガラス事業の改善が継続し増収増益。純利益は多額の減損損失を計上した前年度対比

で大幅な黒字に転換 

⚫ 2025 年 3 月期通期業績予想は、増収、営業増益だが税引前利益、当期利益、純利益は前年にロシア JV の

一過性利益を認識したため減益の見込み。新中期経営計画の下、引き続き業績、財務体質改善に注力 

⚫ 中期経営計画「リバイバル計画 24 (RP24) 」に基づき、持続的な成長が可能な事業体質を目指して 3 か年

度にわたり推進した主要施策が財務基盤の着実な回復に貢献。自己資本比率およびフリー・キャッシュ・フローは

3 期連続で目標数値を上回る 

⚫ 新中期経営計画「2030 Vision: Shift the Phase」の詳細は 2024 年 5 月 13 日に公表予定 

 

1．2024 年 3 月期 通期決算 

⚫ 累計の売上高は 8,325億円 (前年度比+690億円、+9.0%)、営業利益は 359億円 (同+10億円、

+3.0%) と、増収増益を継続。自動車用ガラス事業の大幅な改善が寄与 

⚫ 第 4四半期 (1-3月期) の売上高は 2,198億円 (前年同期比+225億円、+11.4%) 、営業利益は

38億円 (同△69億円)。増収だが、営業利益は欧州における経済減速の影響を大きく受け減益 

⚫ 個別開示項目（純額）は 1億円となり、欧州自動車用ガラス事業ののれんと無形資産の減損損失を計上

した前年から 452億円の改善。金利上昇に伴い金融費用が 282億円に増加する一方、当第 1四半期に

ジョイント・ベンチャーの所有するロシア子会社の売却に伴い金融債権の減損損失の戻入益 37億円と、持分

法投資に関するその他の利益 10億円を計上。純利益*は 106億円となり、多額の減損損失により純損失

を計上した前年度比で大幅な黒字に転換 (前年度比+444億円、前年度は 338億円の損失)   

⚫ 自己資本比率は 12.3% (前期末比+2.1pt) に回復。 

フリー・キャッシュ・フローは、1-3月期では 276億円のプラス (前年同期比△76億円)、累計でも 153億円

のプラス（前年度比+14億円）となり 3期連続で RP24 の財務目標数値を上回る 

 

<損益計算書および財務指標> 

 

  

 

 

 

2023年

3月末

総資産 9,514 10,076 562

親会社の所有者に帰属する持分 970 1,243 272

自己資本比率 10.2% 12.3% +2.1pt

  (億円) 増減
2024年

3月末

*親会社の所有者に帰属する当期利益（△損失） 
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＜各事業の概況＞ 

建築用ガラス事業 増収だが欧州の経済活動減速の影響を受け減益。太陽電池パネル用ガラスの需要は
堅調継続、12月からマレーシアの新設備での生産開始 

自動車用ガラス事業 事業全体では大幅な増収増益を継続。自動車生産制約の緩和に伴い、販売数量が
増加し、原材料およびその他コスト上昇の影響を転嫁するための価格改善交渉も引き
続き進展 

高機能ガラス事業 円安により増収だが、IT市場減速、原燃材料およびその他コスト上昇、売上構成悪
化の影響を受け減益 

  

 

 

2．2025 年 3 月期 業績予想 

⚫ 増収、営業増益だが、前年にロシア JVの売却に伴う一過性利益を計上したため、税引前利益、当期利益、

純利益*は減益を見込む。新中期経営計画の下、引き続き業績、財務体質改善に注力 

⚫ エネルギー価格は安定的に推移するものの、世界的なインフレ拡大等で原材料やその他コスト増加は継続 

⚫ 欧州の経済減速は当面続くが、コスト削減、高付加価値製品拡大、価格改善を継続 

 

<業績予想> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*親会社の所有者に帰属する当期利益 
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3．リバイバル計画 24 (RP24) に基づく構造改革施策の主な進捗 
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4. 新中期経営計画「2030 Vision: Shift the Phase」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜お問い合わせ＞ (報道関係等) 広報部  Tel：03-5443-0100 


